春日部市資源回収団体奨励金交付要綱
平成３０年６月５日要綱第２７１号
　（目的）
第１条　この要綱は、家庭廃棄物の中から再利用が可能な資源物を集団で回収する市民の団体に対し、資源回収団体奨励金（以下「奨励金」という。）を交付することにより、廃棄物の減量と資源が循環して利用されるまちづくりの推進を図ることを目的とする。

　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 団体　市内の町会、自治会、子供会、婦人会、老人会、ＰＴＡその他地域的な団体のうち、次に掲げる要件を備えるものをいう。
ア  組織の構成世帯の数が概ね２０世帯以上であること。
  　イ  資源物（事業所から排出されるものを除く。）の回収を自ら実施していること。
  　ウ  毎月又は２月に１回以上回収日を定め、継続して活動する見込みがあること。
　　エ  営利を目的としない団体であること。

　　オ　団体の会員又は団体の活動に賛同している市内の家庭から出された資源物のみを回
収し、事業所から出たものは回収しないこと。
(2) 団体代表者　奨励金の交付を受けようとする団体の代表者をいう。

(3) 資源回収業者　団体より資源物の回収の依頼を受け、問屋などに売却する業者をいう。
(4) 資源物　次に掲げるもののうち、原材料として利用することができるもの又はその可能性のあるものをいう。
  　ア  金属類　アルミ缶、スチール缶、鉄くず等
　　イ  びん類　酒びん、醤油びん、ビールびんその他あきびん類
　　ウ  紙　類　新聞、チラシ、雑誌、段ボール、牛乳パック等
　　エ  布　類　古着、布等
　（奨励金の交付）
第３条　市長は、第５条の規定により市の登録を受けた団体が、資源回収業者に資源物を引き渡したときに、奨励金を交付する。
　（奨励金の額）
第４条　奨励金の額は、回収量１キログラムにつき２円５０銭とし、毎年度予算の範囲内で１団体当たり年額１００万円を限度額とする。ただし、算出された額に１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

２　前項の回収量に、１キログラム未満の端数があるときは、これを切り捨てて計算するものとする。

　（団体の登録及び廃止） 

第５条　奨励金の交付を受けようとする団体は、団体代表者を選出するとともに、あらかじめ春日部市資源回収団体登録申請書（様式第１号）を市長に提出し、市に登録しなければならない。
２　市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、春日部市資源回収団体登録証（様式第２号。以下「登録証」という。）を交付するものとする。
３　団体代表者は、登録した事項に変更があったときは、春日部市資源回収団体登録変更事項届書（様式第３号）により市長に届け出なければならない。
４　団体は、資源の回収を実施しないことになったときは、春日部市資源回収団体登録廃止申請書（様式第４号）に登録証を添えて、速やかに市長に提出しなければならない。
　（交付手続）
第６条　団体代表者は、奨励金の交付を受けようとするときは、春日部市資源回収団体奨励金交付申請書（様式第５号）に資源回収業者が発行した仕切伝票を添付し、次の各号に掲げる申請の区分に応じ、当該各号に定める日までに市長に提出しなければならない。
(1) 第１期（４月から６月まで）に実施した資源回収に係る奨励金交付申請　７月１０日
(2) 第２期（７月から９月まで）に実施した事業に係る奨励金交付申請　　１０月１０日
(3) 第３期（１０月から１２月まで）に実施した事業に係る奨励金交付申請　１月１０日
(4) 第４期（１月から３月まで）に実施した事業に係る奨励金交付申請　　　３月３１日
　（奨励金の交付決定）
第７条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、奨励金の交付額を決定するとともに、春日部市資源回収団体奨励金交付決定通知書（様式第６号）により団体代表者に通知するものとする。
　（奨励金の請求）
第８条　前条に規定する決定通知書を受けた団体代表者は、速やかに春日部市資源回収団体奨励金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項に規定する請求書を受けたときは、速やかに奨励金を支払うものとする。
　（奨励金交付の取消し等）
第９条　市長は、団体が次の各号のいずれかに該当するときは、奨励金の交付決定を取り消し、又は既に交付した奨励金の全部又は一部を返還させることができる。
(1) 偽りその他不正な手段により奨励金の交付決定又は交付を受けたとき。
(2) その他奨励金を交付することが不適当と認められる事実があったとき。
　（実績報告等）
第１０条　団体代表者は、毎年度３月３１日までに春日部市資源回収団体実績報告書兼事業実施計画書（様式第８号）を提出しなければならない。
　（奨励金交付団体の経理）
第１１条　団体代表者は、奨励金の使途及び経理を明確にしておかなければならない。
２　奨励金は、実施団体の運営及びその他公共の福祉の増進を図るための経費に充てなければならない。
　（報告）
第１２条　市長は、必要と認めるときは、団体代表者に対し、奨励金の使途又は経理について報告を求めることができる。
　（その他）
第１３条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この要綱は、市長決裁のあった日から施行する。

（春日部市資源回収団体奨励金交付要綱の廃止）
２　春日部市資源回収団体奨励金交付要綱（平成２８年３月３０日制定。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。
（経過措置）
３　この要綱の施行の日前に、旧要綱の規定によりなされた手続その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。
　　　附　則（令和４年５月２０日要綱第８７号）
　（施行期日）
１　この要綱は、市長決裁のあった日から施行する。

（経過措置）
２　この要綱の施行の際別表第１及び別表第２の左欄に掲げる要綱による改正前の様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 
